
貸　　　　借　　　対　　　照　　　表

           ( 平 成 ２ ６ 年  ３ 月 ３１ 日 現 在 )

（単位　：　千円）

　(　　資　産　の　部　　） 　(　 負　債　の　部　　）

 流　　動　　資　　産　　 616,132  流　　動　　負　　債　　 197,296

       現　金　預　金　　 196,885         買      掛      金 18,243

       売     掛     金 166,279         未      払      金 51,121

       商     製     品 797         リ　ー　ス　債　務 10,645

       未     収     金 10,703         未払連結法人税 28,770

       短 期 貸 付 金 219,745         未 払 法 人 税 等 8,323

       仮     払     金 1,504         前　　　受　　　金 127

       繰延税金資産 20,272         仮　　　受　　　金 105

       貸倒引当金(流動） △ 51         預       り       金 35,401

        賞  与  引 当 金 42,449
        役員賞与引当金 2,111

 固    定    資    産 186,035  固    定　　負　　債　 95,911

   有形固定資産 (123,021)        長 期 リ ー ス 債 務 21,856

      建             物 33,162        長  期 預  り  金 1,294

　　 構      築     物 2,966        退職給付引当金 71,470

      器   具  備  品 1,821 　　  　役員退職慰労引当金 1,290

      土             地 54,287

      リース資産(有形） 30,784 　負　　債　　合　　計 293,206

   無形固定資産 (1,745)

       ソ フ ト ウ ェ ア 267 （　純 　資　産　の　部　）

　　　施設利用権 399

       電 話 加 入 権 901  株　　主　　資　　本 495,847

      リース資産(無形） 178   　　資        本       金 (80,000)

   投資その他の資産 (61,269)       資　 本  剰  余   金 (19)

       投資有価証券 25,352          資 本 準 備 金 19

       出    資     金 1,600       利  益  剰  余   金 (415,828)

       繰延税金資産 18,566          利  益 準 備 金 44,500

       そ の 他 投 資 15,750          その他利益剰余金 371,328

        　　 別  途  積 立 金 58,500
         　　繰越利益剰余金 312,828

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 13,113

    その他有価証券評価差額金 13,113

　純 　資 　産　合 　計 508,960
　資　　産　　合　　計 802,167 　負債及び純資産合計 802,167

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　　　　　目 金　　　　　額



個 別 注 記 表 

自 平成２５年 ４且 １日 

至 平成２６年 ３月３１日 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの： 

期末日の市場価格等に基づく時価法によっています。 

時価のないもの： 

移動平均法による原価法によっています。 

(2) たな卸資産の評価基準および評価方法 

商製品・仕掛品は個別法による原価法によっています。（原価法は、収益性の低下による 

簿価切下げの方法によっています。） 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

建物  定額法によっています。 

その他 定率法によっています。 

②無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっています。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を 

耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっています。 

    ④長期前払費用 

     定額法によっています。 

 

 (4) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法に規定する貸倒 

実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 

回収不能見込額を計上しています。 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。 

③役員賞与引当金 

役員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務に基づき計上しています。 

 

 

 

 



自 平成２５年 ４月 １日 

至 平成２６年 ３月３１日 

  

なお、退職給付債務の算定に当たり簡便法を採用する。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しています。 

(5) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しています。 

(6) 連結納税制度の適用 

株式会社島津製作所を親会社とする連結納税制度を適用しています。 

 

２．当期純利益金額    ７１,２９０千円 

 

 

 

 

 


